
令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧 単位：円

交付対象事業の名称

事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費 交付金充当額 効果・実績

電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金（7万
円）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（1世帯7万円）、事務費
③基準日（令和5年12月1日）において、令和5年度の住民税「非課税者」または「均等割のみ課税者」により構成される世帯

1,171,720,988 1,152,947,517

住民税非課税世帯14,099世帯、住民税均等割のみ課税
世帯1,763世帯に支給した。
給付金合計：1,111,870,000円
事務費：59,850,988円
計：1,171,720,988円

電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金（10万
円）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金（1世帯10万円、子ども加算1人5万円）、事務費
③基準日（令和6年6月3日）において、新たに世帯全員が令和6年度住民税の「非課税者」又は「均等割のみ課税者」となる世帯

374,678,982 321,042,601

住民税非課税世帯2,123世帯、住民税均等割のみ課税世
帯753世帯、子ども加算531人に支給した。
給付金合計：314,150,000円
事務費：60,528,982円
計：374,678,982円

中央区子育て世帯応援特別
給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得の子育て世帯への給付金（1人5万円）、事務費
③基準日（令和5年12月1日）において、令和5年度の住民税「非課税者」または「均等割のみ課税者」により構成され、 18歳以下の子どもがいる世帯

151,661,895 151,133,622

住民税非課税世帯児童数1,820人、住民税均等割世帯の
み課税世帯児童数1,120人に支給した。
給付金合計：147,000,000円
事務費：4,661,895円
計：151,661,895円

定額減税補足給付金（調整
給付）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②定額減税補足給付金、事務費
③基準日（令和6年1月1日）において、定額減税可能額が減税前税額を上回ると見込まれる所得税及び個人住民税の所得割納税義務者

590,553,639 483,347,399

13,046人に支給した。
給付金合計：444,210,000円
事務費：146,343,639円
計：590,553,639円

商工業融資

①事業者支援を目的に、コロナ禍において物価高騰に直面する中小企業に対して中小企業診断士による相談体制を充実し、円滑な融資実行等をすること
により、経営の安定を図る。
②中小企業診断士の派遣委託、新型コロナウイルス感染症に関する緊急融資（借換融資含む）に係る利子補給・信用保証料補助
③(1)新型コロナウイルス感染症対策緊急特別資金の対象者
　・中央区商工業融資制度の基本要件を満たしている事業所
　・新型コロナウイルス感染症の影響により、最近1か月の売上高等が前年または前々年同期と比較して減少している事業所
　・新型コロナウイルス感染症の影響により、最近1か月の売上高等が前年または前々年の1月から12月までの月平均と比較して減少している事業所
　(2)借換融資制度（新型コロナウイルス感染症対策緊急資金）の対象者
　・中央区商工業融資制度の基本要件を満たしている事業所
　・中央区新型コロナウイルス感染症対策緊急特別資金を返済中である事業所

846,927,933 121,260,861

中小企業診断士派遣等委託料
（派遣件数243件）：6,682,500円
利子補給（25,700件）：729,915,247円
保証料補助（350件）：110,330,186円
計：846,927,933円

障害福祉サービス事業所物
価高騰緊急支援

①物価高騰の影響が長引く中、障害福祉サービス事業所に対し、補助金を支給することにより事業所の負担軽減を図り、障害福祉サービス提供環境を維
持するとともに、利用者への負担転嫁を抑止する。
②障害者福祉サービス事業所に対する補助金
③区内にある障害福祉サービス事業所（介護事業所として物価高騰緊急支援補助金の交付を受けられる場合は対象外、区が受益者となる事業所は含まな
い）

3,297,793 3,297,793

入所系（４施設）：525,393円
通所系（22施設）：2,567,000円
訪問系（２施設）：158,000円
相談系（２施設）：47,400円
計　30事業所　3,297,793円

合　計 3,138,841,230 2,233,029,793


